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総　　説

日本における訪問看護師の継続教育に関する文献レビュー

Continuing Education for Japanese Visiting Nurses； a Literature Review 

大　田　　博

Hiroshi Ota

要　旨
　日本における訪問看護師の人材確保および定着促進のために継続教育の環境整備は重要な課題であるが、
現状は十分な継続教育の環境が整っているとはいえない。本論では、日本における訪問看護師の継続教育
に関する研究をレビューし、今後の訪問看護師の継続教育における課題を概説した。文献レビューの結果、
訪問看護師の継続教育に関する研究を概観すると、2000 年以降に増加傾向にはあるものの、病院勤務看護
師の継続教育に関する研究と比較し相対的に少なく、研究の多くが、現状を明らかにすることを目的にし
た調査研究であり、訪問看護師の継続教育に関連する諸要因を明らかにしたものはほとんど見当たらなかっ
た。訪問看護師の継続教育のニーズでは、訪問看護師は対人関係技術に関する教育を望んでいる一方で、
人的資源や時間制約により教育ニーズは十分に満たされていなかった。これらの背景には、多様な訪問看
護師の個人特性が影響していると考えられた。
　訪問看護師の継続教育は、施設従事者が少なく所在地が点在し集合教育が困難であること、訪問看護を
担っている年齢層や社会的役割、教育背景の多様性などにより教育ニーズの把握が困難であることなどか
ら、病院に従事している看護師と同様の教育アプローチでは対応困難であると推察された。今後は、より
個別的な学習環境が提供可能な e ラーニングの活用、個別の困難事例などの解決のためのネットワークを
用いたインタラクティブな教育技法の導入、近隣の他施設合同研修などの検討も有用であると考えられた。

Ⅰ．はじめに
　日本では、人口構造の変化や多様化する医療や
国民ニーズに合わせ在宅医療の充実が中心的な課
題である。国は、これまでの病院中心の医療から、
在宅中心の医療へシフトすることを明らかにした
が 1）、在宅医療を担う訪問看護師の確保は困難な
状況にある 2）。看護師全体の需給バランスが不均
衡な現状にあるなかで、訪問看護師の確保や定着
促進の改善においては、医療機関に従事する看護
師の人材確保とは違った側面もあり複雑かつ困難
を呈している。国の第 7 次看護職員需給見通しに
関する報告書 3）によると、看護職員の需要見通し
は、2011 年の約 140 万 4 千人から、2015 年には約
150 万 1 千人に増加（約 6.9% の伸び率）し、病院
については、約 90 万人から約 96 万 6 千人、診療

所については、約 23 万 2 千人から約 24 万 2 千人、
訪問看護ステーションについては、約 2 万 8 千人
から約 3 万 3 千人、介護保険関係については、約
15 万 3 千人から約 16 万 5 千人に増加するとし、約
16.9％の需要数増加が見込まれる訪問看護ステー
ションの看護職員の需給は重要な課題となってい
る。
　現在、国内の訪問看護ステーションは約 6,000 施
設 4）であり、一施設あたりの常勤換算看護介護職
員数は 4.7 人 5）であるが、その増加は 2000 年以降
伸び悩んでいる。日本看護協会は、国の「医療計
画の見直し等に関する検討会」において、訪問看
護の伸び悩みに関する要因として「人材の確保・
定着」における課題とし「高い離職率、人材確保
の難しさ」「背景にある処遇の悪さ」「新人看護職
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員を教育・育成する体制不足」を提起した 6）。
　また、訪問看護師の業務上の特性としては、訪
問先で単独での判断や介入が求められること、医
療機関、行政、サービス提供元など複数の組織と
の調整能力が求められることなどから、訪問看護
師が提供するサービスの質にはさまざまな経験や
能力が影響すると考えられ、訪問看護サービスの
質の向上を図るためには、人材確保とあわせ、多
様な背景に対応可能な継続教育体制の整備は重要
な課題である。
　近年の看護師の確保や定着促進に関する報告に
よると、看護師の離職は、教育歴などの個人特性
との関連 7-9）や組織的な継続的教育との関連 10-13）

で考えられているが、報告の多くは病院勤務の看
護師を対象にしたものである。日本における訪問
看護師を対象にした報告においては、訪問看護師
の勤務継続と職務満足には関係があり、なかでも
訪問看護師の職務満足度を構成する「訪問看護の
専門性」と「訪問看護志向性」が関係し、訪問看
護研修が有効であること 14）、訪問看護師の職務満
足度とバーンアウトに関連があり、職務満足を高
めるためには職務経験や現任教育が有効であるこ
と 15）、訪問看護師の業務特性との関連において就
業継続意思には管理者の労務管理が大きく影響し、
仕事負担感にリアリティショックが関係しており、
その対策として管理者の労務管理意識の向上や職
員の継続教育の環境整備が重要であること 16）、訪
問看護師の職業的アイデンティティの発達には教
育や仕事が継続できるような環境が必要であるこ
と 17）などが明らかになっており、体系的な継続教
育の構築のために有用な知見が得られている。
　このように、日本における訪問看護師の人材確
保および定着促進のための継続教育の環境整備は
重要な課題であるが、現状では看護師としての一
定の経験を積んだ後に訪問看護師としてのキャリ
アを選択した看護師を対象にした報告に偏ってい
る。財団法人日本訪問看護振興財団（2009）の「新
卒看護師等の訪問看護ステーション受け入れおよ
び定着化に関する調査研究事業報告書」18）による
と、訪問看護ステーションにおける新卒者採用は
全体の 2％であり、そのうち教育プログラムがあ
るのは 5％程度であった。これは、医療機関にお
ける調査 19）の 67％と比較しても著しく少ないもの

である。2009 年には看護師教育カリキュラムにお
いて「在宅看護論、看護の統合と実践（それぞれ
臨地実習を含む）」が開始され、今後は新卒看護師
の採用機会が増えることが考えられる。新卒訪問
看護師の育成は喫緊の課題であり、具体的な取り
組みが展開されるようになってきた 20）。我が国の
訪問看護師の継続教育の全体像を考えた時、既卒
訪問看護師の教育体制の整備と同様に、新卒訪問
看護師の教育体制の整備は今後の重要な課題であ
るといえる。
　以上を踏まえ、本論では、日本における訪問看
護師の継続教育に関する研究をレビューし、今後
の訪問看護師の継続教育における課題を概説する。

Ⅱ．研究方法
　 文 献 の 選 出 は、 医 中 誌 web お よ び Japanese 
Institutional Repositories Online（JAIRO、学術機
関リポジトリポータル）を用い、［訪問看護］［生
涯教育］［継続教育］［研修］を組み合わせて検索
した。検索期間は 1983 年から 2016 年 12 月に発表
された原著論文を中心に収集した。文献収集にあ
たっては文献の掲載先からも追加選定するなどの
ハンドサーチや Google Scholar による補足収集も
行った。
　レビューは、訪問看護師に関する記載のあるも
のをタイトルと抄録でスクリーニングした後、①
対象が訪問看護師であること、②訪問看護師の継
続教育に関すること、③日本の国内動向を踏まえ
たものであること、の基準により選定し精読した。
その後、Judith Garrard 21）の Matrix Method の手
続きに沿って要約し、「訪問看護師の継続教育の課
題を明らかにするために有効か」というレビュー
クエスチョンのもと検討し整理した。

Ⅲ．研究結果
　レビューの対象となった文献数は 28 本であっ
た。文献は、訪問看護師の継続教育におけるニー
ズに関するもの 16 本と、研修のプログラム評価
やプログラム策定に関するもの 12 本に分別でき
た。研究方法論別にみると、28 本のうち 22 本が
定量的なアプローチによる方法論が用いられてお
り、そのうち 4 本が縦断的な測定が行われていた。
報告年代別では、1999 年以前が 1 本、2000 年から
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2009 年までが 13 本、2010 年以降が 14 本と、2000
年以降急速に増えていた。
1．訪問看護師の継続教育におけるニーズについて
　訪問看護師の継続教育におけるニーズは、教育
ニーズをはじめとする訪問看護師や管理者の学習
行動の動機付け等の内的要因を説明しようとした
もの、訪問看護師の学習支援や周辺状況などの外
的要因を説明しようとしたものに分別できた。
　教育ニーズをはじめとする学習行動の動機付け
等の内的要因に関する研究では、単一自治体内の
調査や難病研究会に所属する訪問看護師を対象に
した調査研究であり、サンプル数は 80-382 であっ
た。分析は記述統計による分析が行われ、そのう
ち 1 本については一元配置分散分析による分析が
行われていた。
　訪問看護師の教育背景と技術度の実態と教育
ニーズを明らかにした研究では、訪問看護師が困
難を感じていた技術は、「訪問看護における医療処
置」「他職種等との人間関係と調整」「訪問看護に
特有な技術」「地域で活動するための専門的知識」

「利用者や家族との人間関係」の 5 因子が抽出され
ていた 22）。また、牛久保ほか（1995）の研究では、「一
般的面接技術」「カウンセリング技術」「コミュニ
ケーション技術」「ハイテク看護技術」であり高い
ニーズを示していた 23）。訪問看護師自身が技術習
得に有効であると考えられた方法は、病棟勤務に
よる技術習得であるという一方で、一般的面接技
術やカウンセリング技術・コミュニケーション技
術等の対人関係に関する技術の習得は、病棟勤務
以外によっても習得が可能であるとしていた。対
人関係の技術習得に関するニーズは、別の研究で
も高い値が示されていた 24）、On the Job Training 
以外の職場外研修に関するニーズでは、受講の効
果を実感している研修として「ターミナルケア」「認
知症ケア」「呼吸ケア」があり、今後受講したい研
修テーマとして「在宅ターミナル」「疾患の特徴を
生かした看護」「家族支援」などのニーズがみられ
た 25）。また、看護管理者を対象に、訪問看護師に
受けさせたい教育内容について、初任期には訪問
看護の基礎に関する内容、中堅期以降には専門性
の高いニーズに応えるための知識・技術の獲得の
ほか、組織全体の視点を学ぶための看護管理関連
の教育の必要性について報告されていた 26）。

訪問看護師の学習支援や周辺状況などの外的要因
に関する研究では、訪問看護師が就業先を決定す
る際に相対的に重視している職場属性では、「勤務
形態」「職場環境・組織文化」に次いで「教育・研修」
であった 27）。
　また、訪問看護師の看護実践における困りごと
では、「臨床能力」「利用者・家族との関係」「関係
形成」「他専門職との連携」などがあり 28）、看護実
践に自信を深める要因として「先輩看護師やチー
ムメンバーからのサポート」「療養者・家族とのつ
ながり」「成長の糧をみつける」とし「療養者とパー
トナー関係を結ぶこと」「ひとりで訪問すること」

「医療から生活へ看護の軸を移すこと」「他職種と
ともに療養生活を支えること」が課題であると考
えていた 29）。看護管理者が新人看護師に安心して
訪問を任せられるようになるには、「ゆらぎを乗り
越え訪問看護師としての自信の回復を促す」こと
が中核となると考えていた 30）。新人訪問看護師の
育成支援のために必要な課題を明らかにした研究
では、管理者からみた難易度の高い訪問看護技術
は「コミュニケーション」「人間関係・信頼関係」
であることを明らかにし、新人訪問看護師からみ
た支援における課題は「多くのステーションが小
規模であるため育成支援ができにくい」「先輩看護
師に時間的余裕がない」「新人看護師の採用時期に
ばらつきがあり個別対応が難しい」「新人看護師の
スキルが不透明」であることが明らかにされてい
た 31）。
2．継続教育の実態について
　訪問看護ステーションに勤務する看護師の 9 割
は、研修の必要性を認識しながらも「仕事が休め
ない」「近くで研修がない」といった理由で研修
に参加できない現状などが明らかにされていた 32、

33）。また、訪問看護ステーションにおいて非常勤
職員の訪問看護養成講習会受講率が低く 34）、非常
勤職員やさまざまな個人背景から学習時間を確保
することが困難であると考えている者が多いこと
24）が明らかにされていた。
　訪問看護師の外部研修への参加が低いことの関
連要因には、「専従の常勤看護師がいないこと」「診
療所に併設されていること」「准看護師がいること」
などの訪問看護師や施設固有の背景がみられた 35）。
また、施設管理者が「実務経験のない新卒者の常
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勤採用の考えを持っていること」があるために、
教育体制の整備のために外部研修で補完しようと
する際に生じる教育内容のミスマッチという背景
などがあり、外部研修への参加を高めるためには、
看護体制の充実のための支援、診療所併設のステー
ション看護師や准看護師が参加できる研修プログ
ラムを必要としていた 35）。職場外学習の機会を得
たい者のうち職場からの支援としては、勤務時間
調整、費用負担、情報提供を求めていた 24）。また、
山間地域にあるステーションの訪問看護師とそれ
以外の地域の訪問看護師の比較で、研修参加を支
援する上で困難な理由として「研修の開催地まで
遠い」という理由で有意差がみられ 26）、山間地に
あるステーション管理者が捉えた活動上の困難か
ら継続教育の方策を検討した結果、日常の訪問看
護活動の振り返りを活用した学習活動の有効性に
ついて述べられていた 36）。
　継続教育の効果に関する研究では、アウトカム
のひとつであると考えられる利用者満足度を指標
にし、訪問看護ステーション 3 施設で比較を行っ
たものでは、利用者満足度の高い施設は他施設と
比較し、職員に対する基本理念の周知徹底や臨機
応変な対処が可能な体制づくりのほか、研修や研
究などの教育に努め、職員が主体的な学習行動を
行っており 37）、継続教育の効果についての示唆が
述べられていた。
3．提供されている教育プログラムの効果について
　在宅ターミナルケア 38）、訪問リハビリテーショ
ン 39）については、研修プログラムの策定に向けた
状況の把握のための調査研究が行われていた。実
際の教育プログラムの効果に関する研究では、「手
洗い・うがい」40）、「統合失調症を持つ利用者への
訪問看護」41）、「膀胱留置カテーテル挿入・管理」
42）、「精神科訪問看護」43）、「感染管理の連携・指導」
44）、「在宅人工呼吸療養患者への看護」45）、「在宅
人工呼吸器を受ける障がい児の看護」46）のプログ
ラムにおいて、事前事後の得点の比較で事後の平
均値が上昇していた。そのほか、訪問看護におけ
る困難事例に対するブレーンストーミングを用い
た事例検討会により訪問看護師が抱くジレンマが
軽減したこと 47）、上司やスタッフとの関係性に焦
点を当てた臨床心理研修プログラムが訪問看護師
の仕事満足感を向上させること 48）「訪問看護師を

目指す看護師対象の学び直しプログラム」20）など、
訪問看護の実践における固有の問題解決プログラ
ムも展開され一定の効果が示されていた。

Ⅳ . 考　察
　訪問看護師の継続教育に関する研究を概観する
と、2000 年以降に徐々に増加傾向にはあるものの、
病院勤務看護師の継続教育に関する研究と比較し
相対的に少ない。これは訪問看護の場が小規模施
設である施設特性や究対象の確保が難しいことな
どの問題が考えられる。報告の多くは、現状を明
らかにすることを目的にした調査が多く、訪問看
護師の継続教育に関連する諸要因を明らかにした
ものはほとんど見当たらない。また、これまで医
療施設における看護師の継続教育に関連があると
されている要因について、訪問看護師を対象に調
査し訪問看護師への応用理解が可能かどうかなど
の研究や、訪問看護師特有の関連要因を体系的に
検討したものも極めて少なかった。
　訪問看護師の継続教育のニーズは、訪問看護師
は対人関係技術に関する教育を望んでいる一方で、
人的資源や時間制約により教育ニーズは十分に満
たされていなかった。これらの背景には、多くの
報告で明らかにされていたように、多様な訪問看
護師の個人特性が影響していると考えられた。今
後は、これらを前提に、訪問看護師の業務特性を
元にした教育・就業環境との関連についての検討、
訪問看護師の労働環境に配慮した継続教育の環境
整備が重要であると考えられた。また、現在提供
されている教育プログラムは、個別事例における
効果の検討にとどまっており、今後は体系的なプ
ログラムの策定が急がれる。
　訪問看護師の継続教育においては、施設従事者
が少なく所在地が点在し集合教育が困難であるこ
と、訪問看護を担っている年齢層や社会的役割、
教育背景の多様性などにより教育ニーズの把握が
困難であることなどから、病院で従事している看
護師と同様の教育アプローチでは対応困難である
と推察される。これらに対応するためには、より
個別的な学習環境が提供可能な e ラーニングの活
用、個別の困難事例などの解決のためのネットワー
クを用いたインタラクティブな教育技法の導入、
近隣の他施設合同研修などの検討も有用であると
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考えられる。

Ⅴ．おわりに
　日本における訪問看護師の継続教育に関する研
究をレビューした。その結果、訪問看護師の継続
教育に関する研究では、2000 年以降に増加傾向に
はあるものの、病院勤務看護師の継続教育に関す
る研究と比較し相対的に少なく、研究の多くは、
現状を明らかにすることを目的にした調査研究が
多く、訪問看護師の継続教育に関連する諸要因を
明らかにしたものはほとんど見当たらなかった。
　訪問看護師の継続教育の環境整備を行うために
は、訪問看護の業務特性を明らかにするとともに、
訪問看護の実践の場の多様性、訪問看護師の経験
の多様性から由来する諸課題を明らかにすること
が重要であると考えられた。また、訪問看護師の
継続教育のニーズに対応するためには、より個別
的な学習環境を提供するための方策を検討する必
要性が考えられた。

　本研究の一部は、The 3rd World Academy of 
Nursing Science （Korea. 2013）で発表した。
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